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はじめに 世界の食料需給の動向と見通し



（１）世界の食料需給の動向

○ 穀物等の国際価格は、2006年秋頃から上昇基調で推移し、2008年には過去最高値を記録。その背景には、①中
国やインド等の途上国の経済発展による食料需要の増大、 ②世界的なバイオ燃料の原料用という食料以外の需
要の増大、 ③地球規模の気候変動の影響といった中長期的に継続する構造的な需給ひっ迫要因が存在。

○ 現在は、小麦等の豊作予測などに加え、世界的な不況による穀物需要の減退懸念などから需給が緩和し、国際
価格は最高値に比べ大幅に低下しているが、予断を許さない状況。

大豆

小麦

とうもろこし

153.9ドル
過去最高
297.1ドル
2008.6.27

212.5ドル
過去最高
470.3ドル
2008.2.27

374.8ドル
過去最高
609.2ドル
2008.7.3

2009年1月16日
現在

穀物等の国際価格の動向

注：シカゴ商品取引所の第１金曜日の期近価格である。

生産量・消費量
百万トン

期末在庫率
％

2,224百万トン

2,169百万トン

(参考：1973年に過去
最低の15.4%を記録）

18.9％
（2008年予測値）

生産量

需要量

穀物需給の推移

資料：USDA「World Agricultural Supply and Demand Estimates」
(January 2009)、「Grain:World Markets and Trade」、「PS&D」

世界の食料需給の動向と見通し世界の食料需給の動向と見通し

期末在庫率
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貧困国の飢餓が拡大

途上国の大幅な人口増加
BRICs等における所得向上
バイオ燃料の大幅な増産

需要面の見通し

農地面積の増加に限界
単収の伸び率が減少
異常気象の頻発

供給面の見通し

国内で食料供給を賄わざるを得ず、食生活が一変

農地を最大限有効活用せず、なお
かつ大量の食料廃棄を行う中で食
料輸入を行えば、貧困国への食料
供給が減少

我が国が経済力を維持できた場合我が国の経済力が低下した場合

【可能性①】 【可能性②】 【可能性③】

（２）食料需給のひっ迫により我が国が直面する３つの可能性
世界の食料需給の動向と見通し世界の食料需給の動向と見通し

「食料の未来を描く戦略会議」資料より

輸出国が自国への供給を優先
し、輸出規制･制限を行うこと
で、我が国への食料輸入が途
絶･減少

我が国が経済力に勝る国と食
料を奪い合うことで、我が国
の食料輸入の減少や価格高騰
を招く

世界の食料需給はひっ
迫の傾向を強める見通し

○ 世界の食料需給は、中長期的にはひっ迫の度合いを増していくと見込まれ、その場合、我が国の経済力が低下す
れば、①買い負けが発生。一方、経済力が維持できたとしても、②輸出規制や③貧困国の飢餓の拡大といった問
題に直面。
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【アルゼンチン】
小麦、とうもろこし、
大豆､牛肉、乳製品等

【アルゼンチン】
小麦、とうもろこし、
大豆､牛肉、乳製品等

２００８年に、 は輸出禁止、 は輸出税の賦課、輸出枠設定等を実施していた国

【インドネシア】 米
【インドネシア】 米

【タンザニア】
食用作物

【タンザニア】
食用作物

【インド】 小麦、米、
とうもろこし、タマネギ等

【インド】 小麦、米、
とうもろこし、タマネギ等

【エジプト】
米

【エジプト】
米

【パキスタン】 小麦
【パキスタン】 小麦

【ブラジル】 米
（政府米）

【ブラジル】 米
（政府米）

【ボリビア】 小麦､
とうもろこし等

【ボリビア】 小麦､
とうもろこし等

【ベトナム】 米
【ベトナム】 米

【カンボジア】 米
【カンボジア】 米

【バングラデシュ】 米
【バングラデシュ】 米

【ネパール】
米､小麦

【ネパール】
米､小麦

【ロシア】 小麦、大麦
【ロシア】 小麦、大麦【ウクライナ】

小麦、とうもろこし、
大麦、ライ麦

【ウクライナ】

小麦、とうもろこし、
大麦、ライ麦

【中国】 米､小麦､ とうも
ろこし､大豆､そば等

【中国】 米､小麦､ とうも
ろこし､大豆､そば等

【カザフスタン】
小麦

【カザフスタン】
小麦

【セルビア】

小麦、とうもろこ
し、大豆等

【セルビア】

小麦、とうもろこ
し、大豆等

【キルギス】
小麦、ひまわり

【キルギス】
小麦、ひまわり

（３）近年、農産物の輸出規制を行った国
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世界の食料需給の動向と見通し世界の食料需給の動向と見通し

農林水産省調べ

○ 2007年～08年における食料価格の高騰等により、自国民向けの食料確保や物価抑制を目的として、輸出禁止や
輸出税の賦課等を実施した国がある。
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資料：FAO「The State of Food Insecurity in the World」、FAO及びWFPホームページより農林水産省作成

【参考】
世界食料サミット（96年）
における削減目標

億人

8.3億人

9.6億人

4.1億人

1995-97 2008 20150

4

5

6

8

9

7

年年年

世界の栄養不足人口の推移

○ 世界の栄養不足人口は、1996年の世界食料サミットで示された削減目標に反し、増加傾向。

○ 世界最大の食料純輸入国である我が国は、世界の食料需給の安定化や栄養不足人口の削減に向け、努力する
ことが責務。

過去10年余りで

１億人以上増加

○飢えは、未だに世界第１位の死亡原因

○飢えや関連する病気により毎日２万５千人が死亡。
うち、１万４千人が５歳以下の子どもで、これは
６秒に１人の割合

○ 子どもの飢えは、身体的・知的発達の遅れにも
つながり、その国にとっても大きな損失

世界の栄養不足人口の実態

世界最大の食料純輸入国である我が
国が食料自給を確かなものにすること
で世界の食料需給の安定化に貢献

（４）世界の栄養不足人口の現状

世界の食料需給の動向と見通し世界の食料需給の動向と見通し
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○ 世界の穀物の消費量は、人口の増加、所得水準の向上等に伴う畜産物消費の増加により、2018年までの12年間で５億
トン増加し26億トンに達する見通し。この穀物消費量を確保するには、これまでと同等以上の単収の伸びに加え、これまでほ
ぼ一定で推移してきた収穫面積の増加が必要となるものの、消費の増加に追いつかず期末在庫率は低下していく見通し。

○ このため、穀物価格は近年の大幅な高騰期を除けば過去よりも高い水準で、かつ、上昇傾向で推移し、2006年に比べ名
目で34～46％、実質で7～17％上昇する見通し。

（５）世界の食料需給の中長期的な見通し

世界の食料需給の動向と見通し世界の食料需給の動向と見通し

穀物消費量と１人当たり年間肉類消費量の見通し

穀物の生産量、期末在庫量の見通し

穀物及び大豆の国際価格の見通し

実績 見通し

資料：農林水産省「2018年における世界の食料需給見通し－世界食料需給
モデルによる予測結果－」
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１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展
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昭35 55 平12 17年

農家戸数（万戸）

指数（昭35=100）

606

100

466

77

312

51

285

47

農業就業人口（万人）

指数（昭35=100）

1,454

100

697

48

389

27

335

23

うち65歳以上（％） － 25 53 58

資料：農林水産省「農林業センサス」

注：農業就業人口の平成12年以降の数値は、販売農家のもの。

農家戸数、農業就業人口の推移

○ 昭和35年比で、農家戸数は約２分の１、農業就業人口は約４分の１にまで大きく減少。

○ 農業就業人口の高齢化が進行しており、若者など担い手の育成・確保が課題。

（１）元気な担い手の育成・確保と経営の発展、多様な経営体の参画①

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展

基幹的農業従事者の年齢構成

○平均年齢
平成 7年 59.6歳
12年 62.2歳
17年 64.2歳

資料：農林水産省「農林業センサス」

注 ：基幹的農業従事者とは、自営農業に主として従事した15歳以上の世帯員（農業就業人口）

のうち、普段の主な状態が「主に仕事（農業）」である者で、主に家事や育児を行う主婦や学

生等を含まない。また、上記の図は販売農家のもの。

(万人）

0

10

20

30

40

50

60

15 ～

19歳

20 ～

24歳

25 ～

29歳

30 ～

34歳

35 ～

39歳

40 ～

44歳

45 ～

49歳

50 ～

54歳

55 ～

59歳

60 ～

64歳

65 ～

69歳

70 ～

74歳

75歳

以上

平成 7年

平成12年

平成17年

(

65～
69歳

70～
74歳
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水稲(a) 55.3 96.1

野菜(a) 8.6 53.4

乳用牛（頭） 2.0 59.7

肉用牛（頭） 1.2 30.7

養豚（頭） 2.4 1095

採卵鶏（羽） 27 33549

昭和３５年

経
営
部
門
別
（

全
国
）

1.7

6.2

30

26

456

平成１７年

1243

昭和35年

　→平成17年

倍率

○ 我が国の農業は、畜産や野菜といった集約型農業では、経営の規模拡大が進み、農業所得が過半である主業農
家の比率も高くなっている。これに対し、稲作等の土地利用型農業では、規模拡大は進んではいるものの、依然とし
て規模の小さい経営が多い。また、米の産出額に占める主業農家の割合は４割弱となっており、他の作目に比べて
かなり低い。

資料：農林水産省「農林業センサス」、「畜産統計」、「家畜に関する統計」、「家畜飼養の概況」

注１：水稲及び野菜の昭和35年は水稲及び野菜を収穫した農家の数値であり、平成17年は販
売農家のうち販売目的で水稲及び野菜を作付けした農家の数値。

注2：野菜は露地野菜の数値。

注3：養豚及び採卵鶏の平成17年は平成16年の数値。

（採卵鶏は昭40年） （採卵鶏は昭40年）

農家一戸当たりの平均経営規模の推移

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展

（１）元気な担い手の育成・確保と経営の発展、多様な経営体の参画②

　　米 18 22

麦 類 1 2
豆 類 1 1
いも類 2 2
工芸農作物 3 3

　野　菜 21 25

　果　樹 8 9

　花　き 4 5

　酪　農 7 9

　肥育牛 5 6

　　豚 5 6

ブロイラー 3 3

  鶏  卵 4 5
その他 2 3

9

5

6

13

91

92

84

主業農家
38％

副業的農家
38％

準主業農家
24％

67

78 9 13

1181 8

87 57

691

95

78 148

18

685 9

15

882

品目

農業総産出額　83千億円（100％）

構成比
（％）

農業
産出額
(千億円)

2 3

4

2

3

3

資料：農林水産省｢生産農業所得統計｣、｢農林業センサス｣、「経営形態別経営統計（個別経営）」
注 ：農業総産出額は販売農家以外の経営体（組織経営体、自給的農家等）も含めた産出額の計であるが、
このシェア図には加味していない。
主業農家 ：農業所得が主で、1年間に60日以上農業に従事している65歳未満の者がいる農家。
準主業農家：農外所得が主で、１年間に60日以上農業に従事している65歳未満の者がいる農家。
副業的農家：１年間に60日以上農業に従事している65歳未満の者がいない農家。

品目別にみた販売農家の農業総産出額に占める
類型別シェア（平成１８年）
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年

11兆4,927億円 8兆1927億円
平成2年 平成19年(概算)

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

△29%

○ 農業産出額は、平成２年比で約30％減少。品目別の農業生産指数も、近年は多くの品目で低下傾向。

農業総産出額

農業生産指数、農産物価格指数の推移（平成12年=100）

資料：農林水産省「農業物価統計」、「農林水産業生産指数」

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展

いも59、工芸56、豆55

75
米

麦類 47
豆類

いも類

105

野菜
128

果実

427花き類

工芸農作物

215

畜産

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

昭和40 45 50 55 60 平成2 7 12 17

資料：農林水産省「農林水産業生産指数」
注１：農業生産指数（平成12年＝100）を昭和40年を100とする指数に換算
注２：花き類は昭和45年を100とする指数に換算

年

農業生産指数の推移(昭和40年=100)

（１）元気な担い手の育成・確保と経営の発展、多様な経営体の参画③
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（２）限られた農地の最大限の確保と有効利用

耕地面積及びその拡張・かい廃面積等の推移

○ 耕地面積は、1961年をピークに一貫して減少。耕作放棄や農地転用によるかい廃面積は、1995年以降、減少傾

向で推移してきたが、ここ数年は、ほぼ横ばい。

○ 耕作放棄地面積は1985年以降増加。

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展
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資料：農林水産省「農林業センサス」

耕作放棄地面積の推移

万ha

万ha

609万ha(1961年)

454万ha(1988年)

11.3万ha
(1971年)

5.6万ha(1971年)

607

600
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546 538
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421

0.2

2.4

耕地面積
（右目盛）

農用地区域内農地面積
（右目盛）

拡張面積

かい廃面積

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、農林水産省調べ

469

万ha
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（３）水田フル活用など国産農産物の積極的な活用に
向けた新たな農業の展開、輸出の促進①

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展

13

転作（水田の約４割）

農地の有効利用・自給率
向上作物を作付け

水田の約６割

○ 年々増え続ける生産調整を達成するため、作物を何も植えない水田等も20万haにのぼっている。

○ これを解消し、食料供給力の強化や自給率の向上を図るため、今まで需要先として対応できていなかった米粉用
や飼料用の米生産、輸入比率の高い麦・大豆の国内生産の拡大などにより水田のフル活用を強力に推進。

潜在水稲作付面積 約270万ha

水稲

作物を
植えて
いない
水田等

野
菜

そ
の
他

裏作
麦・飼料作物
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作
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20万ha
10万
ha
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7万ha

野
菜

そ
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麦・飼料作物
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料
作
物

麦
・
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豆

米粉・
飼料用米・
麦・大豆
など

定着カウント

（果樹改廃等）（注）

約30万ha

定着カウント

（果樹改廃等）

注： かつては水田で、水田面積に換算
されていたが、果樹などに転換したり
改廃されたりして、現在は水田の機
能を有していない部分。



飼料用米の作付面積の推移

農林水産省調べ

年度 14～15 16 17 18

米粉パン学校給
食導入校数

1,983校 4,067校 6,063校 7,836校

給食実施校数 32,003校 31,902校 31,662校 31,476校

導入校割合 6% 13% 19% 25%

農林水産省調べ

年度 原料米使用量

平成15 １千トン

16 ３千トン

17 ３千トン

18 ６千トン

○ 近年、米粉や飼料用米など、新規需要米のニーズが拡大。

パン等の原料米の使用量

米粉パンの学校給食導入状況

ha

開始時期 団体・機関・会社 商品(シリーズ)
名

取組内容

20年6月4日 スターバックス
コーヒージャパン
(株)

ロールケーキ 米粉を使ったロール
ケーキの販売を全国の
店舗で開始

20年9月9日 (株)ローソン 「国産米粉のパ
ン」シリーズ

全国で100%米粉を使
用したパンの販売を開
始

20年11月5日 (株)セブン＆アイ
ホールディングス

「ファンケル共同
開発」シリーズ

（株）ファンケル及び大
手食品メーカー数社と
共同開発し、発芽玄米
粉を配合したパン等を
イトーヨーカドー店舗で
販売開始

最近の大手企業による米粉利用の動向

14農林水産省調べ（20年度は見込みの数値）

開始時期 団体・機関・会社 商品(シリーズ)
名

取組内容

20年6月4日 スターバックス
コーヒージャパン
(株)

ロールケーキ 米粉を使ったロール
ケーキの販売を全国の
店舗で開始

20年9月9日 (株)ローソン 「国産米粉のパ
ン」シリーズ

全国で100%米粉を使
用したパンの販売を開
始

20年11月5日 (株)セブン＆アイ
ホールディングス

「ファンケル共同
開発」シリーズ

（株）ファンケル及び大
手食品メーカー数社と
共同開発し、発芽玄米
粉を配合したパン等を
イトーヨーカドー店舗で
販売開始

（３）水田フル活用など国産農産物の積極的な活用に
向けた新たな農業の展開、輸出の促進②

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展



○ 加工・業務用需要における輸入野菜を国産野菜に置き換えるには、輸入要因とそれに対応する施策を講じていくこと
が必要。
○ このため、国産野菜のモデル産地を形成し、加工・業務用需要のシェア回復を推進。

生鮮野菜 94万ｔ

加 工 品 145万ｔ

○主産地の切り替わり時期等に供給が不安定となる
ことから輸入品が利用されている品目
たまねぎ（府県産）、ｷｬﾍﾞﾂ、にんじん、ﾚﾀｽ

○需要があるにもかかわらず、国内産地の対応が不
十分なことから輸入品の利用が多い品目
ジャンボピーマン（パプリカ）等

○むきなど実需者ニーズに応じた供給がされていな
い品目
さといも、ごぼう、かぼちゃ、(むき)たまねぎ

○ジュース用、ピューレペースト、冷凍食品など調製品として
輸入されている品目

にんじん、えだまめ、しょうが、かぼちゃ

○ジュース用、ピューレペースト、冷凍食品など調製品として
輸入されている品目

にんじん、えだまめ、しょうが、かぼちゃ

○生鮮品（家計用）でも競合している品目
・低コスト、高品質化によりシェア回復中の品目
ブロッコリー、ねぎ、アスパラガス
・輸入品とのすみ分けがついている品目
しょうが、にんにく

輸入野菜 239万ｔ(H18)

主な生鮮輸入品目 数量（トン）

たまねぎ 291,072 

にんじん等 104,115 

かぼちゃ 103,273 

ねぎ 71,816 

ごぼう 62,579 

ブロッコリー 50,062 

しょうが 34,973 

キャベツ等 34,805 

にんにく 26,217 

さといも 24,564 

ｼﾞｬﾝﾎﾞﾋﾟｰﾏﾝ 22,803 

アスパラガス 14,976 

資料：財務省「貿易統計」

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展（３）水田フル活用など国産農産物の積極的な活用に
向けた新たな農業の展開、輸出の促進③
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総合的な輸出戦略

○輸出環境の整備
・検疫協議の推進
・輸出証明書の発行体制の整備
・HACCPの導入
・GAPの導入等

○品目別の戦略的な取組
・重点国の明確化、工程表の策定
・広報戦略の策定と広報媒体の整備
・ブランド戦略の推進、技術開発の促進等

○関係府省と連携した日本食・日本食材等の
海外への情報発信

・日本食レストランの海外普及
・ WASHOKU-Try Japan’s Good Food事業
・ビジット・ジャパン・キャンペーン

○意欲ある農林漁業者等に対する支援
・マッチング支援
・大使館、ジェトロと連携した海外におけるサポート
・地方農政局を中心とした国内におけるサポート
（地方公共団体との連携）
・海外における販売促進活動に対する支援等

○ 世界的な日本食ブームの広がりや、アジア諸国等を中心とした富裕層の増加を背景に、輸出額は増加基調。

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展

我が国の農林水産物等の輸出額の最近の推移と目標

（３）水田フル活用など国産農産物の積極的な活用に
向けた新たな農業の展開、輸出の促進④

H20.1-11

2217

3,946

1618

111

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省で作成

2, 954
3,739

4,337

3,310

+13.0%+12.1%

25年に１兆円規模輸出拡大目標
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資料：耕地及び作付面積統計、農村振興局調べ
注1：全国はＨ17年の田耕地全体の作付け
注2：Ｈ15～18年度に基盤整備実施後の作付をした3,869地区の実績
注3：作付け率は耕地の作付全体（基盤整備地区は受益面積）に占める割合

○水田整備率

全国平均 ６１％

（平成１８年３月）

H18.3

７５％以上 6 県

５５％～７５％ 16 県

４５％～５５％ 9 県

２５％～４５％

２５％未満 8 県

8 県

注）整備率は30a程度
以上に整形された
面積の全水田面積
に対する割合。

○畑整備率（末端農道）

全国平均 ７３％

注）整備率は末端農
道の整備された
畑の全畑面積に
対する割合。

H18.3

８０％以上 4 県

６０～８０％ 9 県

４０～６０％ 26 県

２０～４０％

２０％未満 1 県

7 県

（平成１８年３月）

地域特性に応じた農業経営の実現

湿害の発生した大豆

（収量は望めない）

整備前

整備後

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展

○ 農業生産基盤の整備状況は地域によって大きな差。農業用用排水施設の整備後、長期を経て老朽化が進んで
おり、適時適切な更新整備が必要。

○ 地域特性に応じた農業経営の実現のためには、麦・大豆の生産に適したほ場の大区画化や排水条件の改良を進
める必要。

資料：農林水産省 「農業基盤整備基礎調査」

資料：農林水産省「農業基盤整備基礎調査」

○農業用用排水施設の老朽化の進行

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000

S62
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H15
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H15
H18
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貯
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取
水
堰

用
排
水
ポ
ン
プ
場
用
排
水
路
等

施設数・延長（用排水路等 10km）

耐用年数超過 耐用年数非超過

○各施設の耐用年数は概ね下記のとおり

・用排水路等：４０年 ・用排水ポンプ場：２０年

・貯 水 池：８０年 ・取 水 堰：５０年

7.0% 7.8%

6.3%

9.2%

0%

4%

8%

12%

16%

20%

全国 基盤整備

実施地区

○田における麦類・豆類の作付け率

13.4％

17.1％

豆 類

麦 類

○基盤整備後の状況

93
102
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全国 基盤整備実施地区

田の耕地利用率

※１ 全国は「耕地及び作付面積統計」によるＨ17年の値
※２ 基盤整備実施地区はＨ15～18年度に基盤整備完了

後の作付をした3,869地区の実績

(%)

畑作に不向きな水田（イメージ）

汎用田に作付けされた大豆

地域特産物の生産推進

汎用田に作付けされたそば

麦・大豆等生産振興の増進

（４）農地の生産性を向上させる生産基盤の整備
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③気候区分に対応した飼料用稲品種の開発

日本全国における稲発酵粗飼料・飼料米の需要に対応する
ため、各地域で栽培可能な飼料用稲品種（茎葉を含む全重収
量10ａ当たり1.5トン以上、玄米収量10a当たり700～800ｋｇ）を育
成。

○ 「農林水産研究基本計画」（平成17年3月30日、農林水産技術会議決定）に基づき、①高生産性水田・畑輪
作、耕畜連携等の技術体系確立のための技術開発、②消費者及び実需者ニーズに対応した高品質な農産
物・食品の開発等を推進。

②うどん用小麦品種「きたほなみ」の育成
北海道向けのうどん用小麦品種(平成18年育成）。製粉性に
優れ、製めん適性も豪州産高品質銘柄「ＡＳＷ」に匹敵。現行
品種「ホクシン」よりも１割程度多収で、病害・雨害に強い。
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査

評

点

「きたほなみ」のうどん加工適性

④大豆の安定多収生産「大豆300A技術」の開発
水田大豆作の不安定要因である湿害を、土壌条件に応じた適
切な耕起・播種技術で回避する等の技術を開発。高収量
(300kg/10a)で高品質（Aクラス）な大豆生産を推進。

①ほ場内地下水位制御システム（FOEAS）の開発

転換畑において水位調節装置と暗きょ管、弾丸暗きょを組み合
わせて地下水位を制御。麦、大豆栽培等の湿害、干ばつを防止
し、収量増に貢献。従来の暗きょ工事とほぼ同水準の10ａ当たり
約20万円で施工可能。

「耕うん同時畝立て播種機」

自動的に水位をコントロールするため
の水位管理器

水管理の省力化

地下水位を均一にする配管レイアウトと補助暗渠
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夢あおば
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リーフス
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タチアオバ
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寒冷地

温暖地

リーフス

ター

寒地

（５）我が国の高品質な農産物を効率的に生み出す高度な技術の開発・普及①

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展
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19

（５）我が国の高品質な農産物を効率的に生み出す高度な技術の開発・普及②

１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展１．国民の食料供給を担う農業の持続的な発展

農業における知的財産権の例

知的財産権以外の重要な知的財産

育成者権の侵害事例

○ 農業分野の知的財産には、生産から販売までのそれぞれの段階で育成者権、特許権、商標権等と
いった「知的財産権」が存在するほか、地域で受け継がれてきた農業技術や和牛等の遺伝資源など権
利ではない知的財産も存在。
○ 近年、海外における育成者権等の侵害により、国内の生産者が影響を受ける事例が多発しており、
我が国の知的財産保護の強化が必要。

植物名 品種名 侵害国 概 要

いんげん豆 雪手亡 中国

中国に種苗が無断で持ち出され、その収穫物が我が国に輸入、
販売されていた。
北海道からの警告により、輸入業者は中国からの高級白あん原料
用いんげん豆の輸入を自粛。

小 豆
きたのおとめ

しゅまり
中国

中国に種苗が無断で持ち出され、その収穫物が我が国に輸入さ
れていた。
北海道からの警告により、輸入業者は中国からの日本品種の小

豆の輸入を自粛。

いちご レッドパール 韓国

韓国の一部の者に生産・販売を許諾したが、 韓国内で種苗が無
断で持ち出されその収穫物が我が国に輸入、販売されていた。
輸入業者を相手に裁判を起こし、輸入を取りやめで和解したが、

韓国内での栽培は継続。

とちおとめ 韓国
韓国に種苗が無断で持ち出され、その収穫物が我が国に輸入、

販売されていた。
栃木県が許諾先の業者に文書で注意。 韓国内での栽培は継続。

いぐさ ひのみどり 中国

中国に種苗が無断で持ち出され、栽培されているとして、平成15
年、熊本県が、関税定率法に基づき輸入差止めを申立て。平成17
年3月、長崎税関が輸入されようとした「ひのみどり」のいぐさを摘発
し、刑事告発。平成17年11月に熊本地検が起訴し、平成18年2月に
有罪判決。

おうとう 紅秀峰 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

オーストラリアに種苗が違法に持ち出されたとして、平成17年、山
形県が、種苗法に基づき豪州で果実の生産・販売を営む者等を刑
事告訴した。平成19年７月、山形県は平成24年まで輸出しないこと
を条件に和解。

中国においても、種苗が違法に持ち出され、流通しているとの情
報が寄せられている。


